
 

○袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例施行規則 

平成30年10月１日規則第25号 

改正 

令和４年３月31日規則第29号 

令和５年10月12日規則第34号 

令和６年３月15日規則第２号 

袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例施行規則 

袖ケ浦市空き家等の適正な管理に関する条例施行規則（平成26年規則第41号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以下「法」とい

う。）及び袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例（平成30年条例第32号。以下「条例」という。）

の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、法及び条例で使用する用語の例による。 

（管理不全空家等及び特定空家等の認定） 

第３条 法第13条第１項の規定による管理不全空家等及び法第２条第２項の規定による特定空家等の

認定は、市長が定める判断基準によるものとする。 

２ 前項の特定空家等の認定をするときは、あらかじめ袖ケ浦市空家等対策審議会（以下「審議会」

という。）の意見を聴かなければならない。 

（報告） 

第４条 法第９条第２項の規定による報告の求めは、空家等に係る事項に関する報告徴収書（様式第

１号）により行うものとする。 

２ 法第９条第２項の規定による報告は、空家等に係る事項に関する報告書（様式第１号の２）によ

り行うものとする。 

（立入調査） 

第４条の２ 法第９条第３項の規定による通知は、立入調査実施通知書（様式第２号）により行うも

のとする。 

２ 法第９条第４項に規定する身分を示す証明書は、立入調査員証（様式第２号の２）とする。 

（勧告） 

第５条 法第13条第２項の規定による勧告は、管理不全空家等への勧告書（様式第３号）により、法

第22条第２項の規定による勧告は、特定空家等への勧告書（様式第３号の２）により行うものとす

る。 

（命令） 

第６条 法第22条第３項の規定による命令は、命令書（様式第４号）により行うものとする。 

２ 法第22条第４項に規定する通知書は、命令に係る事前の通知書（様式第５号）とする。 

３ 法第22条第４項に規定する意見書は、命令に係る事前の意見書（様式第６号）とする。 

４ 法第22条第５項の規定による意見の聴取の請求は、意見聴取請求書（様式第７号）により行うも

のとする。 

５ 法第22条第７項の規定による通知は，意見聴取開催通知書（様式第８号）により行うものとする。 

６ 法第22条第13条に規定する標識は、標識（様式第９号）とする。 

（代行措置） 

第７条 条例第６条第１項の規定による申出は、代行措置に係る申出書（様式第10号）により行うも

のとする。 

２ 市長は、条例第６条第１項の規定による申出があったときは、その内容を審査した上、承認の可

否を決定し、代行措置承認（不承認）通知書（様式第11号）により、当該申出を行った所有者等に

通知するものとする。 

３ 条例第６条第１項の規定により所有者等から同意を得る事項は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 代行措置の対象 

(２) 代行措置の内容 

(３) 代行措置の概算費用 



 

(４) 所有者等の費用負担 

(５) その他市長が必要と認める事項 

４ 市長は、前項に規定する事項について所有者等から同意を得るときは、代行措置に係る同意書（様

式第12号）の提出を受けるものとし、当該代行措置を実施するときは、その概要を所有者等に通知

するものとする。 

（公表） 

第８条 条例第７条第１項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。 

(１) 袖ケ浦市公告式条例（昭和46年条例第２号）第２条第２項に規定する掲示場への掲示による

方法 

(２) 特定空家等に標識を設置する方法 

(３) 市ホームページに掲載する方法 

(４) その他市長が必要と認める方法 

２ 前項の公表を行うときは、その旨を公表通知書（様式第13号）により所有者等に通知するものと

する。 

（意見を述べる機会の付与） 

第９条 条例第７条第２項の規定による意見を述べる機会の付与は、所有者等に意見陳述の機会付与

に係る意見書（様式第14号）を提出させて行うものとする。ただし、市長が認める場合は、口頭で

行うことができる。 

２ 市長は、前項の意見陳述の機会付与に係る意見書の提出期限（口頭により意見を述べる機会の付

与を行う場合には、その日時）までに、相当の期間をおいて、所有者等に対し、意見陳述の機会付

与に係る通知書（様式第15号）により通知するものとする。 

（代執行） 

第10条 法第22条第９項の規定に基づく行政代執行法（昭和23年法律第43号）第３条第１項の規定に

よる戒告は、戒告書（様式第16号）により行うものとする。 

２ 法第22条第９項の規定に基づく行政代執行法第３条第２項の規定による代執行令書の通知は、代

執行令書（様式第17号）により行うものとする。 

３ 法第22条第９項の規定に基づき代執行を行う場合において、行政代執行法第４条に規定する執行

責任者たる本人であることを示すべき証票は、執行責任者証（様式第18号）とする。 

（審議会の組織等） 

第11条 審議会の委員の構成は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 学識経験のある者 ３人以内 

(２) 関係行政機関の職員 １人以内 

(３) その他市長が必要と認める者 １人以内 

（審議会の会長及び副会長） 

第12条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（審議会の会議） 

第13条 審議会の会議（以下この条において「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見若しくは説

明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（審議会の庶務） 

第14条 審議会の庶務は、都市建設部都市整備課において処理する。 

（委任） 

第15条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成30年10月１日から施行する。 



 

附 則（令和４年３月31日規則第29号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年10月12日規則第34号） 

この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和５年法律第50号）

の施行の日から施行する。 

附 則（令和６年３月15日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 



 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 



 

 



 



 

 



 

 


